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段階取得における部分時価評価法の再検討
─のれんと取得後利益剰余金の認識を中心に─
Reconsideration on Partial Fair Value Method in Step Acquisitions


























改訂第 3 号「企業結合」（IASB 2008）、2008 年に企業会計基準委員会から公表された企業会計基






















プロジェクト・チーム（2007，29-30）では、2006 年 4 月 1 日から 2007 年 3 月 31 日までに終了する
連結会計年度に係る有価証券報告書を提出した 3,451 社のうち、全面時価評価法を採用していた企業
































































































1．新規取得年度（X1 年 3 月 31 日）
ア．P 社は S 社株式 10％を X1 年 3 月 31 日に 150 で取得し、S 社を原価法適用会社とした。
イ．S 社の資産のうち土地は 800（簿価）であり、その時価は X1 年 3 月 31 日 1,000 である。
10　なお、のれんは、現行日本基準と同様、購入のれん方式によって算定するものとする。
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ウ．P 社の個別貸借対照表（X1 年 3 月 31 日）資産 4,800（うち S 社株式 150）　負債 3,000　資本
金 1,500　繰越利益剰余金 300
エ．S 社の個別貸借対照表（X1 年 3 月 31 日）資産 1,200　負債 500　資本金 500　繰越利益剰余
金 200
2．追加取得年度（X2 年 3 月 31 日）
ア．P 社は S 社株式 50％を X2 年 3 月 31 日に 750 で追加取得し、S 社を連結子会社とした（合計
60％ 900）。
イ．S 社の資産のうち土地は 800（簿価）であり、その時価は X2 年 3 月 31 日 1,200 である。
ウ．P 社の個別貸借対照表（X2 年 3 月 31 日）資産 5,000（うち S 社株式 900）　負債 3,000　資本
金 1,500　繰越利益剰余金 500（当期純利益 200）
エ．S 社の個別貸借対照表（X2 年 3 月 31 日）資産 1,300　負債 500　資本金 500　繰越利益剰余
金 300（当期純利益 100）
【A　部分時価評価法（原則法）による会計処理（X2 年 3 月 31 日）】
（1）S 社土地に係る評価差額の計上
　S 社の支配獲得日（X2 年 3 月 31 日）の土地に係る評価差額について、株式取得日（X1 年 3 月
31 日及び X2 年 3 月 31 日）ごとに算定した親会社持分額を S 社の資本に計上する。
（借方 ) 土 地 220 （貸方 ) 評 価 差 額 ① 220
①（1,000－800）×10％ ＋（1,200－800）×50％＝220
（2）P 社の投資（S 社株式）と S 社の資本との相殺消去及びのれんの計上
　S 社の X2 年 3 月期の修正後貸借対照表に基づき、P 社の S 社株式と S 社の資本との相殺消去
及び非支配株主持分への振替を行い、消去差額をのれんに計上する。部分時価評価法では、評価
差額は親会社持分額だけが計上されるため、非支配株主持分には評価差額は含まれない。
（借方 ) 資 本 金 500 （貸方） S 社 株 式 900
繰越利益剰余金 300 非支配株主持分 ② 320
評 価 差 額 220
利 益 剰 余 金
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【B　部分時価評価法（簡便法）による会計処理（X2 年 3 月 31 日）】
（1）土地に係る評価差額の計上
　S 社の支配獲得日（X2 年 3 月 31 日）の土地に係る評価差額について、その親会社持分額を S
社の資本に計上する。
（借方） 土 地 240 （貸方） 評 価 差 額 ⑤ 240
⑤（1,200－800）×60％＝240
（2）P 社の投資（S 社株式）と S 社の資本との相殺消去及びのれんの計上
（借方） 資 本 金 500 （貸方） S 社 株 式 900
繰越利益剰余金 300 非支配株主持分 320
評 価 差 額 240
の れ ん ⑥ 180
⑥（150＋750）－｛（500＋300）×60％＋240｝＝180
【C　全面時価評価法による会計処理（X2 年 3 月 31 日）】
（1）土地に係る評価差額の計上
　S 社の支配獲得日（X2 年 3 月 31 日）の土地に係る評価差額について、その全額を S 社の資本
に計上する。
（借方） 土 地 400 （貸方） 評 価 差 額 ⑦ 400
⑦ 1,200－800＝400
（2）P 社の投資（S 社株式）と S 社の資本との相殺消去及びのれんの計上
（借方） 資 本 金 500 （貸方） S 社 株 式 900
繰越利益剰余金 300 非支配株主持分 ⑧ 480
評 価 差 額 400






価評価法（簡便法）や C の全面時価評価法と比べて 30 大きくなっている。その原因は、次の 2
つである。第 1 は、部分時価評価法（原則法）においては、土地の評価差額を計上する際に取得
日ごとの時価を用い、かつ X1 年 3 月 31 日の土地の時価が X2 年 3 月 31 日の土地の時価よりも小
─ 162 ─
跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 26 号　2018 年 7 月 25 日



















































































































Baxter, G. C. and J. C. Spinney. 1975. A Closer Look at Consolidated Financial Statement Theory Part I. 
CA Magazine 106 (1): 31-36.
Financial Accounting Standards Board (FASB). 1991. Discussion Memorandum. Consolidation Policy 









跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 26 号　2018 年 7 月 25 日
Financial Accounting Standards Board (FASB). 2001. Statement of Financial Accounting Standards 
(SFAS) No.141. Business Combinations. Norwalk, CT: FASB.
Financial Accounting Standards Board (FASB). 2007. Statements of Financial Accounting Standards 
(SFAS) No.141 (Revised 2007). Business Combinations. Norwalk, CT: FASB.
International Accounting Standards Board (IASB). 2004. International Financial Reporting Standard 
(IFRS) 3. Business Combinations. London, U.K.: IASCF.
International Accounting Standards Board (IASB). 2008. International Financial Reporting Standard 
(IFRS) 3 (Revised 2008). Business Combinations. London, U.K.: IASCF.
International Accounting Standards Committee (IASC). 1983. International Accounting Standards 
(IAS) 22. Accounting for Business Combination. London, U.K.: IASCF.
International Accounting Standards Committee (IASC). 1993. International Accounting Standards 
(IAS) 22. Accounting for Business Combination. London, U.K.: IASCF.
International Accounting Standards Committee (IASC). 1998. International Accounting Standards 
(IAS) 22. Accounting for Business Combination. London, U.K.: IASCF.

































山地範明．2014．「財務報告の主体と範囲」平松一夫・辻山栄子責任編集『体系 現代会計学 [ 第 4 巻 ] 会
計基準のコンバージェンス』中央経済社．119-151．
山下奨．2009．「持分の段階取得と収益認識」『商学研究科紀要』68：187-205．
山下奨．2016a．「子会社に対する支配喪失の形態による残存投資の測定の差異─リスクからの解放による
分析と有価証券の分類への示唆─」『コミュニケーション文化』10：181-194．
山下奨．2016b．「段階取得における従来投資の再測定と利益計算」『跡見学園女子大学マネジメント学部
紀要』22：103-116．

